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関する実証研究の Lucas, Wheeler and Hettige（1992）では、1976 年から 1987 年までの間におけ
るアメリカの約 15,000 社の汚染集約的企業に関する調査結果として、汚染型企業がアメリカから






































中国 GDP の構成をみると、第二次産業の工業の割合が 40％以上を占めており、その中でも鉄鋼、
石油化学、機械、セメントといった重化学工業が占める割合が高い。中国において重化学工業は、
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経済成長の主たるエンジンとして、成長を牽引してきている一方で、急激なエネルギー消費の拡大
は、石油をはじめとする化石燃料資源の枯渇を早め、その燃焼に伴う環境汚染が深刻化している。
また、急速に進むモータリゼーションの結果、中国の民間自動車保有台数は 2000 年の約 1,600 万






中国が国家レベルで環境対策に取り組みはじめたのは、1973 年の第 1 回全国環境保護会議の開
催以降である。その後、中国政府は環境対策の一環として、第 6 次 5 カ年計画がはじまった 1980
年代から環境汚染対策への投資を開始した。図 1 に示すように、第 6 次 5 カ年計画期間中の環境関
連の投資総額は 166 億元で、GDP に占める割合は 0.5％であった。
その後、環境汚染問題の顕在化と国民の環境意識の高まりに伴い、環境汚染対策への投資額は継
続的に増加し、第 12 次 5 カ年計画期間では、その額が 4 兆元を上回り、対 GDP 比は 1.5％までに
伸びた（JETRO、2018）。それでも日本の 70 年代の公害防止投資がおおよそ GDP の 8.5％程度で
あったことに比べると、その規模が如何に小さいかがわかる。中国国内でもこのような投資規模で





















 図 2　各地域における工業汚染対策関連投資の推移と地域の GDP に占める割合（2015 年）
出所：中国国家統計局『中国統計年鑑』（2006 年版と 2016 年版）に基づき筆者作成。
図 3　各地域における工業汚染対策関連投資に占める企業負担の割合の推移
出所：中国国家統計局『中国統計年鑑』（2006 年版と 2011 年版）に基づき筆者作成。
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らの産業部門は現在もなお、多くは東部の経済発展が進んでいる地域に立地しているが、2005 年













業種 地区 2005 年 2008 年 2011 年 2014 年
石炭鉱業
東部 31％ 26％ 24％ 25％
中・西部 69％ 74％ 76％ 75％
鉄鉱石鉱業
東部 62％ 62％ 62％ 56％
中・西部 38％ 38％ 38％ 44％
非鉄金属鉱業
東部 36％ 28％ 26％ 25％
中・西部 64％ 72％ 74％ 75％
製紙・紙製品製造業
東部 78％ 75％ 68％ 67％
中・西部 22％ 25％ 32％ 33％
石油精製業
東部 64％ 62％ 63％ 64％
中・西部 36％ 38％ 37％ 36％
化学原料・化学製品製造業
東部 72％ 70％ 67％ 67％
中・西部 28％ 30％ 33％ 33％
医薬品製造業
東部 62％ 54％ 55％ 55％
中・西部 38％ 46％ 45％ 45％
繊維工業
東部 80％ 78％ 79％ 74％
中・西部 20％ 22％ 21％ 26％
非金属製造業
東部 68％ 62％ 53％ 49％
中・西部 32％ 38％ 47％ 51％
製鋼・製鋼圧延業
東部 68％ 66％ 63％ 63％
中・西部 32％ 34％ 37％ 37％
非鉄金属・同合金圧延業
東部 49％ 45％ 42％ 44％
中・西部 51％ 55％ 58％ 56％
注：各データは、それぞれの地域の汚染型産業の生産額が全国の汚染型産業の生産額に占める割合。






























































































今年を含めて過去 2 年間で計 5 回も工場を移転している。そして、5 回の移転すべてが山東省内で
の大都市から中・小都市へ、さらに都市郊外に向けた短距離移転であった。工場移転の決定に影響
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た移転するしか方法はない、という考えであった。























以上の 4 社のインタビューの結果は、表 3 のようまとめることができる。
表 3　環境規制が企業の影響に与える影響に関するインタビュー結果のまとめ
調査対象 業種 会社規模 企業移転の要因 移転距離 企業活動への影響と課題





B 社 染色、アパレル製造業 中小企業 環境規制 短距離
環境設備の導入や移転にかかる費用増
加、労働力の確保
C 社 木材加工業 中小企業 環境規制 長距離 環境対策への投資と、移転にかかる費用負担
D 社 紡績業 大企業 産業の再配置による移転 長距離
新設・増設などの審査期間の長期化、移
転にかかる費用負担、人材確保







































































1　BP，『Statistical Review of World Energy』（2017）における「主要国のエネルギー消費量の推移」を参照。
2　2014 年 4 月 24 日，中国全国人民代表大会常務委員会の第 4 次審議を経て『中国環境保護法』が改正され，
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Impact of Environmental Regulations on the Corporate Location  
Beharior in China
Meishan PIAO
In recent years, Chinese government strengthening the environmental regulations in order to solve 
the environmental pollution problem. In this paper, we surveyed the researches on the relationship 
between environmental regulations and industrial location decisions at first, and then we discussed the 
influence of strengthening of the environmental regulations on the changes of spatial structure and 
location behavior of the pollution company in China. Based on the analysis on the effect of 
strengthening environmental regulations in recent years, the effect of urging relocation to the 
surrounding areas where have loose regulations= “Pollution haven hypothesis” is remarkable. In the 
other hands, the strict environmental regulations can induce efficiency and encourage innovations that 
help improve commercial competitiveness = “Porter hypothesis” is weak in China.
